
治療と就業の両立支援の推進に関する検討会 開催要綱

１ 目的

疾病を抱える労働者が、就業を断念することなく、治療を受けながら働き続

けることができるよう、改正労働施策総合推進法（令和７年法律第 63 号）によ

り、令和８年４月から、事業主に対し、治療と就業の両立を支援するための取

組が努力義務化された。

厚生労働省においては、事業主等の両立支援の取組を促進するため、治療と

就業の両立支援指針（令和８年厚生労働省告示第 28 号）を制定し、周知啓発、

制度導入支援等に取り組んでいる。

このような中、「治療と就業の両立支援の推進に関する検討会」は、治療と

就業の両立支援の進捗状況のフォローアップ、制度の運用のあり方の点検及び

必要な改善等について検討を行う。

２ 検討事項

（１） 治療と就業の両立支援の推進に向けた諸課題について

（２） その他関連する事項について

３ 構成

（１） 本検討会は、厚生労働省労働基準局安全衛生部長が、別紙の構成員の参集

を求めて開催する。

（２） 本検討会には座長を置き、議事を整理する。

（３） 座長は、座長代理を指名することができる。

（４） 本検討会には、必要に応じて別紙の構成員以外の関係者の出席を求めるこ

とができる。

４ 運営

（１） 本検討会の会議資料及び議事録は、原則として公開するものとする。ただ

し、座長が検討会の運営上必要と認める場合は、この限りではない。

（２） 本検討会の庶務は、厚生労働省労働基準局安全衛生部労働衛生課が処理す

る。

５ 補足

この要綱に定めるほか、本検討会の運営に関し必要な事項は、会議において

定める。
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